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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
回次 第９２期中 第９３期中 第９４期中 第９２期 第９３期

会計期間

自2020年
４月１日
至2020年
９月30日

自2021年
４月１日
至2021年
９月30日

自2022年
４月１日
至2022年
９月30日

自2020年
４月１日
至2021年
３月31日

自2021年
４月１日
至2022年
３月31日

売上高 （百万円） 2,332 2,539 2,560 5,283 5,297

経常利益 （百万円） 57 288 308 556 517

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益 （百万円） 44 204 176 384 360

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 474 48 778 1,703 200

純資産額 （百万円） 20,514 21,688 22,496 21,743 21,840

総資産額 （百万円） 23,227 24,793 27,982 25,039 26,822

１株当たり純資産額 （円） 99,865 105,580 109,509 105,846 106,320

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 217 994 858 1,869 1,754

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 88.32 87.48 80.39 86.84 81.43

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 432 544 591 591 808

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △217 △188 △1,588 △218 △556

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △146 △146 △166 △146 1,833

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 （百万円） 4,763 5,131 5,842 4,922 7,007

従業員数
（人）

160 163 163 159 164

[外、平均臨時雇用者数] [43] [39] [40] [42] [39]

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(2）提出会社の経営指標等
回次 第９２期中 第９３期中 第９４期中 第９２期 第９３期

会計期間

自2020年
４月１日
至2020年
９月30日

自2021年
４月１日
至2021年
９月30日

自2022年
４月１日
至2022年
９月30日

自2020年
４月１日
至2021年
３月31日

自2021年
４月１日
至2022年
３月31日

売上高 （百万円） 2,266 2,468 2,487 5,167 5,185

経常利益 （百万円） 49 213 194 330 427

中間（当期）純利益 （百万円） 52 149 127 247 295

資本金 （百万円） 230 230 230 230 230

発行済株式総数 （千株） 230 230 230 230 230

純資産額 （百万円） 18,362 19,056 19,688 19,082 19,071

総資産額 （百万円） 20,718 21,732 22,721 21,835 21,591

１株当たり配当額 （円） － － － 500 600

自己資本比率 （％） 88.63 87.69 86.65 87.39 88.33

従業員数
（人）

127 129 128 127 129

[外、平均臨時雇用者数] [40] [36] [37] [39] [36]

（注）　　中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の記載を省略している。
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２【事業の内容】
　当社グループは当社及び当社の子会社である㈱ケイエヌビィ・イー、㈱ＫＮＢ・Ｆの３社で構成されており、放
送事業、不動産賃貸事業を主たる業務としている。
　当中間連結会計期間より、子会社である㈱ＫＮＢ・Ｆが不動産賃貸事業に進出したことに伴い報告セグメントの
区分を変更している。詳細は、「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事
項（セグメント情報等）」に記載のとおりである。
　なお、各セグメントに係る事業内容の変更と関係会社の異動は、概ね次のとおりである。
 
〈放送事業〉
　主な事業内容の変更及び主要な関係会社の異動はない。
 
〈不動産賃貸事業〉
　㈱ＫＮＢ・Ｆが不動産賃貸事業に進出したことに伴い、従来からの㈱ケイエヌビィ・イーに加え㈱ＫＮＢ・Ｆが不
動産賃貸事業を行っている。また、当中間連結会計期間より「その他」に含まれていた「不動産賃貸事業」について
量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更している。
 
〈その他〉

当中間連結会計期間から「その他」に含まれていた㈱ケイエヌビィ・イーが行っている「不動産賃貸事業」につい

て量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しており、それ以外のメディア制作事業等を

「その他」に区分している。

 

３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2022年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送事業 138[37]

不動産賃貸事業 2[－]

その他 23[ 3]

合計 163[40]

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載している。

 

(2）提出会社の状況

2022年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

放送事業 128[37]

合計 128[37]

（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人

員を［　］外数で記載している。

 

(3）労働組合の状況

当社の労働組合は北日本放送労働組合と称し、日本民間放送労働組合連合会に加盟している。

なお、労使関係については概ね良好である。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（1）経営理念

当中間連結会計期間において、当社グループの経営理念について変更はない。

 

（2）経営方針

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針について変更はない。

２【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はない。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という）の状況の概要は次のとおりである。

①財政状態及び経営成績の状況

2022年の日本経済は、新型コロナウイルスの変異株による感染拡大や世界経済の不安定、急速な円安による物価
高などで個人消費の停滞感が強く、景気回復というには程遠い状況である。一方、民放連研究所の９月時点での今
年度営業収入見通しは、テレビが年初予測の2.3％増から2.8％減へ、ラジオは2.6％増から0.5％増へと下方修正さ
れている。
 

このような状況のなか、当社グループは「最も必要とされる放送局であり続ける」という経営理念のもと、放送

活動並びに営業活動に取り組んだ。

開局70周年の今年は、局キャンペーンを展開し、withコロナといわれるこの時代にあらゆる可能性にチャレンジ

したいと考えている。

　ラジオでは、生放送とともにYouTube LIVE配信を実施するなど、スマートフォンやＳＮＳとの親和性を探る取り
組みを行った。
テレビは、引き続き県民から高い支持を得ており、個人視聴率においても、全日(6時～24時)、ゴールデンタイム
(19時～22時)、プライムタイム(19時～23時)の3部門で県内トップを獲得している。
自社のコンテンツを放送だけではなくツイッター、YouTube、インスタグラムで積極的に展開し、いろいろなツー
ルからＫＮＢに触れてもらえるよう取り組んでいる。昨年３月に開設したＫＮＢアプリはダウンロード数が４万８
千件を超え、ニュースやコンテンツの閲覧はもちろんのこと、番組の参加や試写会・プレゼントへの応募など様々
な形での活用が定着しつつある。

 

　当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高25億60百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益63百万円

（前年同期比29.9％減）、経常利益３億８百万円（前年同期比6.8％増）、親会社株主に帰属する中間純利益１億76

百万円（13.7％減）となった。

　当中間連結会計期間末の総資産は、株価上昇に伴う投資有価証券の含み益の増加などにより、前連結会計年度末

より11億60百万円増加し279億82百万円となった。負債は、未払費用や投資有価証券の含み益の増加に伴う繰延税金

負債の増加などにより、前連結会計年度末より５億５百万円増加し54億86百万円となった。純資産は、その他有価

証券評価差額金の増加などにより前連結会計年度末より６億55百万円増加し224億96百万円となった。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりである。

なお、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年

同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較している。

（放送事業）

　　売上高は24億82百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益は59百万円（前年同期比15.5％減）である。

（不動産賃貸事業）

　　売上高は70百万円（前年同期比3.6％減）、営業利益は29百万円（前年同期比24.7％減）である。

（その他）

　　売上高は７百万円（前年同期比152.1％増）、営業損失は26百万円（前年同期は営業損失19百万円）である。
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②キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ11

億64百万円減少して58億42百万円となった。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間末において、営業活動の結果得られた資金は５億91百万円（前年同期比8.7％増）となっ

た。税金等調整前中間純利益を２億50百万円、減価償却費を１億94百万円計上したことなどによるものである。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間末において、投資活動により使用した資金は15億88百万円（前年同期比744.8％増）となっ

た。有形固定資産や投資有価証券の取得などによるものである。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　 当中間連結会計期間末において、財務活動により使用した資金は１億66百万円（前年同期比13.9％増）となっ

 た。配当金の支払いや長期借入金の返済によるものである。

 
③生産、受注及び販売の実績
販売実績
当中間連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称
当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

前年同期比（％）

放送事業（百万円） 2,482 100.8

不動産賃貸事業（百万円） 70 96.4

その他（百万円） 7 252.1

合計（百万円） 2,560 100.8

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先

前中間連結会計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本テレビ放送網　株式会社 634 25.0 598 23.4

株式会社　電通 374 14.7 365 14.3

株式会社　博報堂ＤＹメディア

パートナーズ
270 10.6 263 10.3

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りである。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において判断したものである。

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当中間連結会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりである。

　当中間連結会計期間の総資産及び純資産は、株価の上昇により投資有価証券の含み益が増加したことなどによ

り、総資産及び純資産共に増加した。

　当中間連結会計期間の売上高は、放送収入は減少したが、事業収入の増加により、増収となった。

　営業利益は、売上高が増加した一方、売上原価と販売費及び一般管理費を合わせた営業費用の増加により減益と

なった。

　経常利益は、受取配当金及び投資有価証券売却益の増加などで営業外収益が増加し、増益となった。

　 親会社株主に帰属する中間純利益は、投資有価証券評価損及び固定資産除却損の増加などにより減益となった。

 

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、新型コロナウイルスの世界的流行やロシアによるウ

クライナ侵攻長期化による景気後退などが大きなものとなっている。

　放送事業において、当中間連結会計期間は、ＣＭ出稿に対するネガティブな要因が継続し、テレビのネットタイ

ムとスポットが大きく落ち込んだ。依然として世界経済の不安定、急速な円安による個人消費の停滞感は強く、先

行きが見えない状況となっている。
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セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

（放送事業）

テレビ放送収入はローカルタイムについては前年実績を上回ったものの、ネットタイム、スポットが大きく落ち

込みテレビ放送収入全体では前年実績に及ばなかった。

ラジオ放送収入はネットタイムについては前年実績を下回ったものの、ローカルタイム、スポットについては前

年実績を上回り、ラジオ放送収入全体では前年実績を上回った。

その他事業収入は、昨年コロナ禍で開催できなかった演劇などの興行が一部で再開されたため、大幅な増収と

なった。

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸売上の減少や売上原価の増加などにより減益となった。

（その他）

　 売上は増加したものの売上原価と販売費及び一般管理費を合わせた営業費用の増加により減益となった。

 

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、持続的な成長のための投資や株主への配当水準の向

上・安定化に必要な資金の確保、並びに強固な財務基盤の維持を目指し、安定的な営業キャッシュ・フローの創出

に努めている。なお流動資産から流動負債を控除した運転資本については、当社グループでは以前から流動資産が

大きく上回っている。

　当中間連結会計期間末時点で外部からの資金調達を必要とする重要な資本的支出の予定はないが、運転資金及び

設備投資資金については、主として自己資金から充当し、必要に応じて金融機関からの借入により調達する。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。

 

４【経営上の重要な契約等】
該当事項はない。

 

５【研究開発活動】

該当事項はない。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】
当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

２【設備の新設、除却等の計画】
当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000

計 600,000

 

②【発行済株式】

種類

中間会計期間末

現在発行数（株）

（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（2022年12月27日）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協

会名

内容

普通株式 230,000 　同　左 非上場
当社は単元株制度は
採用していない。

計 230,000 　同　左 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数

増減数（千株）

発行済株式総数

残高（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増減

額（百万円）

資本準備金残高

（百万円）

2022年４月１日～

2022年９月30日
－ 230 － 230 － 1

 

（５）【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

北陸電力株式会社 富山市牛島町15-1 18,500 9.01

富山県 富山市新総曲輪1-7 12,880 6.27

横山　哲夫 富山市 12,120 5.90

株式会社北日本新聞社 富山市安住町2-14 11,500 5.60

北日本放送社員持株会 富山市牛島町10-18 11,380 5.54

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目2-26 10,271 5.00

富山地方鉄道株式会社 富山市桜町１丁目1-36 8,451 4.11

株式会社富山第一銀行 富山市西町5-1 8,300 4.04

株式会社富山銀行 高岡市下関町3-1 7,800 3.80

富山市 富山市桜町7-38 7,794 3.79

計 ― 108,996 53.06
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　24,575 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 205,425 205,425 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 230,000 ― ―

総株主の議決権 ― 205,425 ―

 

②【自己株式等】

2022年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

北日本放送株式会社 富山市牛島町10番18号 24,575 － 24,575 10.68

計 ― 24,575 － 24,575 10.68

 

２【役員の状況】
 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成している。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2022年４月１日から2022年９月

30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、公認会計士中田裕之氏により中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,849 8,684

受取手形及び売掛金 1,377 1,267

棚卸資産 13 13

その他 157 ※２ 139

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 11,395 10,101

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,130 1,141

機械及び装置（純額） 683 754

土地 1,985 3,291

その他（純額） 239 211

有形固定資産合計 ※１ 4,038 ※１ 5,399

無形固定資産 47 49

投資その他の資産   

投資有価証券 10,575 11,679

退職給付に係る資産 168 126

繰延税金資産 16 16

その他 626 648

貸倒引当金 △45 △38

投資その他の資産合計 11,341 12,431

固定資産合計 15,427 17,880

資産合計 26,822 27,982

負債の部   

流動負債   

短期借入金 2,880 2,880

１年内返済予定の長期借入金 45 45

未払費用 516 656

未払法人税等 94 113

役員賞与引当金 25 －

その他 122 ※２ 266

流動負債合計 3,682 3,961

固定負債   

長期借入金 120 75

繰延税金負債 1,084 1,290

退職給付に係る負債 47 51

その他 46 108

固定負債合計 1,298 1,525

負債合計 4,981 5,486
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 230 230

資本剰余金 1 1

利益剰余金 19,720 19,773

自己株式 △589 △589

株主資本合計 19,361 19,415

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,478 3,080

その他の包括利益累計額合計 2,478 3,080

純資産合計 21,840 22,496

負債純資産合計 26,822 27,982
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 2,539 2,560

売上原価 1,341 1,370

売上総利益 1,198 1,190

販売費及び一般管理費 ※１ 1,107 ※１ 1,126

営業利益 90 63

営業外収益   

受取利息及び配当金 165 183

投資有価証券売却益 30 56

雑収入 10 13

営業外収益合計 206 253

営業外費用   

支払利息 8 8

雑損失 0 0

営業外費用合計 8 8

経常利益 288 308

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 ※２ 0

補助金収入 1 －

特別利益合計 1 0

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 2 ※３ 13

投資有価証券評価損 0 45

特別損失合計 2 58

税金等調整前中間純利益 288 250

法人税、住民税及び事業税 127 132

法人税等調整額 △44 △58

法人税等合計 83 73

中間純利益 204 176

親会社株主に帰属する中間純利益 204 176
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

中間純利益 204 176

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △156 602

その他の包括利益合計 △156 602

中間包括利益 48 778

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 48 778

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

     （単位：百万円）

 株主資本
その他の包括
利益累計額

純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 230 1 19,462 △589 19,104 2,639 21,743

当中間期変動額        

剰余金の配当   △102  △102  △102

親会社株主に帰属する
中間純利益   204  204  204

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

     △156 △156

当中間期変動額合計 － － 101 － 101 △156 △54

当中間期末残高 230 1 19,564 △589 19,205 2,482 21,688

 

当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

     （単位：百万円）

 株主資本
その他の包括
利益累計額

純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 230 1 19,720 △589 19,361 2,478 21,840

当中間期変動額        

剰余金の配当   △123  △123  △123

親会社株主に帰属する
中間純利益   176  176  176

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

     602 602

当中間期変動額合計 － － 53 － 53 602 655

当中間期末残高 230 1 19,773 △589 19,415 3,080 22,496
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 288 250

減価償却費 223 194

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △6

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 6 41

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3 4

受取利息及び受取配当金 △165 △183

支払利息 8 8

投資有価証券評価損益（△は益） 0 45

投資有価証券売却損益（△は益） △30 △56

有形固定資産除売却損益（△は益） 1 12

売上債権の増減額（△は増加） 174 110

棚卸資産の増減額（△は増加） △2 0

仕入債務の増減額（△は減少） 121 134

その他 △126 △63

小計 482 468

利息及び配当金の受取額 165 183

利息の支払額 △4 △1

法人税等の還付額 － 53

法人税等の支払額 △99 △112

営業活動によるキャッシュ・フロー 544 591

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △747 △817

定期預金の払戻による収入 737 817

有形固定資産の取得による支出 △270 △1,354

無形固定資産の取得による支出 － △7

有形固定資産の売却による収入 0 0

投資有価証券の取得による支出 △431 △604

投資有価証券の売却による収入 526 376

その他 △2 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △188 △1,588

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △45 △45

配当金の支払額 △101 △121

財務活動によるキャッシュ・フロー △146 △166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 209 △1,164

現金及び現金同等物の期首残高 4,922 7,007

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 5,131 ※１ 5,842
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 2社

連結子会社の名称

㈱ケイエヌビィ・イー

㈱ＫＮＢ・Ｆ

 

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社が無いため、該当事項はない。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致している。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりである。

建物　　　６～50年

機械装置　　　６年

② 無形固定資産

定額法

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ている。

(3）重要な引当金の計上基準

　 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は、テレビ及びラジオの放送事業を主な事業としている。主な履行義務は顧客との契約に

基づき、自社エリア内の視聴者・聴取者に向けて番組と広告を放送することである。オンエアによる広告は、広

告が放送された時点で収益を認識している。また当社及び連結子会社の役割が代理人に該当する場合には、当該

取引に係る売上原価を控除した純額により収益を認識している。

(5）退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債又は資産並びに退職給付費用の計算に、退職一時金制度について

は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算

上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用している。

(6）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

(7）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

　該当事項はない。
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（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当中間連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

した。投資信託財産が金融商品である投資信託については、市場における取引価格が存在せず、かつ、解約又は買

戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないため、基準価格を時価としてい

る。これによる当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に与える影響はない。

なお、「金融商品関係」注記の金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項における投資信託に関する注

記事項においては、時価算定会計基準適用指針第27-３項に従って、前連結会計年度に係るものについては記載して

いない。

 

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「重要な会計上の見積りの繰延税金資産の回収可能性の判断」に関

し、当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当中間連結会計期間
（2022年９月30日）

8,876百万円 8,599百万円

 

※２ 消費税等の取り扱い

当中間連結会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産及び流動負債の「その

他」に表示している。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間連結会計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
　　至　2022年９月30日）

人件費 242百万円 257百万円

退職給付費用 15 17

代理店手数料 445 433

貸倒引当金繰入額 0 －

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりである。

 

前中間連結会計期間

（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

車両運搬具 0百万円 0百万円

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりである。

 

前中間連結会計期間

（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

建物 -百万円 0百万円

機械及び装置 2 2

工具器具及び備品 - 10

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
当連結会計年度期首株式数
（千株）

当中間連結会計期間増加株
式数（千株）

当中間連結会計期間減少株
式数（千株）

当中間連結会計期間末株式
数（千株）

普通株式 230 － － 230
 

２．自己株式の種類及び総数

 
当連結会計年度期首株式数
（千株）

当中間連結会計期間増加株
式数（千株）

当中間連結会計期間減少株
式数（千株）

当中間連結会計期間末株式
数（千株）

普通株式 24 － － 24
 

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月16日

定時株主総会
普通株式 102 500 2021年３月31日 2021年６月17日

（注）2021年６月16日定時株主総会決議による１株当たり配当額の内訳は、普通配当500円である。
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当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
当連結会計年度期首株式数
（千株）

当中間連結会計期間増加株
式数（千株）

当中間連結会計期間減少株
式数（千株）

当中間連結会計期間末株式
数（千株）

普通株式 230 － － 230
 

２．自己株式の種類及び総数

 
当連結会計年度期首株式数
（千株）

当中間連結会計期間増加株
式数（千株）

当中間連結会計期間減少株
式数（千株）

当中間連結会計期間末株式
数（千株）

普通株式 24 － － 24
 

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月21日

定時株主総会
普通株式 123 600 2022年３月31日 2022年６月22日

（注）2022年６月21日定時株主総会決議による１株当たり配当額の内訳は、普通配当600円である。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 7,973百万円 8,684百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,842 △2,842

現金及び現金同等物 5,131 5,842
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

前連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

　投資有価証券（注２） 10,388 10,388 －

資産計 10,388 10,388 －

　長期借入金（１年内返済予定の

　長期借入金を含む）
165 164 △0

負債計 165 164 △0

（注１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「短期借入金」及び「未払費用」については、
　　　　短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略している。

 
（注２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれていない。当該金融商品の連結貸借対照表
　　　　計上額は以下のとおりである。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（2022年３月31日）

非上場株式 187
 
 

当中間連結会計期間（2022年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

　投資有価証券（注２） 11,535 11,535 －

資産計 11,535 11,535 －

　長期借入金（１年内返済予定の

　長期借入金を含む）
120 120 0

負債計 120 120 0

（注１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「短期借入金」及び「未払費用」については、
　　　　短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略している。

 
（注２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれていない。当該金融商品の中間連結貸借対
       照表計上額は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
当中間連結会計期間

（2022年９月30日）

非上場株式 144

 

　　　　２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 

　 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

 している。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

　　　るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。
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(1）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品

前連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　株式 10,291 － － 10,291

　社債 － 50 － 50

　資産計 10,291 50 － 10,341

　　　　　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）第26項に定め

　　　　る経過措置を適用した投資信託等については、上記表には含めていない。連結貸借対照表における当該投資信託

　　　　等の金額は46百万円である。

 

当中間連結会計期間（2022年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　株式 11,442 － － 11,442

　社債 － 49 － 49

　投資信託 － 42 － 42

　資産計 11,442 92 － 11,535

 

 

(2）時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 164 － 164

負債計 － 164 － 164

 

当中間連結会計期間（2022年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 120 － 120

負債計 － 120 － 120

 

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 

投資有価証券

上場株式、社債及び投資信託は相場価格を用いて評価している。当社が保有している上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類している。一方で当社が保有している社債及び投資信託は、

市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類

している。

 

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類している。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上

額（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 8,733 4,588 4,145

(2）債権    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 40 40 0

③　その他 － － －

(3）その他 37 33 3

小計 8,810 4,661 4,148

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 1,558 2,140 △581

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 9 10 △0

③　その他 － － －

(3）その他 9 9 △0

小計 1,577 2,160 △582

合計 10,388 6,821 3,566

（注）非上場株式については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。
 

当中間連結会計期間（2022年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表

計上額（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の

(1）株式 9,667 4,602 5,064

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 20 20 0

③　その他 － － －

(3）その他 23 22 0

小計 9,710 4,645 5,065

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの

(1）株式 1,775 2,405 △629

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 29 30 △0

③　その他 － － －

(3）その他 18 21 △2

小計 1,824 2,456 △632

合計 11,535 7,101 4,433

（注）非上場株式については、市場価格のない株式等であることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度 当中間連結会計期間

（2022年３月31日） （2022年９月30日）

非上場株式 187 144
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２．減損処理を行った有価証券

　　前中間連結会計期間において、有価証券について０百万円減損処理を行っている。

当中間連結会計期間において、有価証券について45百万円減損処理を行っている。

なお、当社における有価証券の減損処理の方針は、次のとおりである。

下落率が50％以上の場合は、全ての有価証券を減損処理の対象とし、時価と簿価の差額について評価損を計上す

ることとしている。

下落率が30％以上50％未満の場合は、個別に回復可能性を検証したうえで回復可能性があるものを除く有価証券

について減損処理の対象とし、時価と簿価の差額について評価損を計上することとしている。具体的には、次の①

から③に該当する場合を減損処理の対象としている。

　①　時価が過去２年間にわたり著しく下落した状態にある。

　②　債務超過の状態である。

　③　２期連続で経常損失を計上しており、翌期もそのように予想される。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を利用していないので、該当事項はない。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対
照表計上額）、期中増減額及び時価は、次のとおりである。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

賃貸等不動産   

中間連結貸借対照表計上額
（連結貸借対照表計上額）

  

 期首残高 677 677

 期中増減額 △0 1,306

 中間期末（期末）残高 677 1,984

中間期末（期末）時価 1,258 2,601

賃貸等不動産として使用される部分を含む
不動産

  

中間連結貸借対照表計上額
（連結貸借対照表計上額）

  

 期首残高 1,005 982

 期中増減額 △23 △11

 中間期末（期末）残高 982 971

中間期末（期末）時価 1,606 1,701

(注) １．中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

　　　　 控除した金額である。

　　 ２．前連結会計年度の期中増減額のうち、主な減少は減価償却費（23百万円）である。当中間連結会計期間の期中

増減額のうち、主な増加は賃貸等不動産の購入（1,306百万円）であり、主な減少は減価償却費（11百万円）
である。

    ３．中間期末（期末）の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて自

社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）である。

 

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりである。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

当社グループは、事業全体の大部分を占めるラジオ・テレビの放送事業及び関連事業からなる「放送事業」及び

「不動産賃貸事業」を報告セグメントとし、それ以外の事業は「その他」に区分している。

当中間連結会計期間から「その他」に含まれていた「不動産賃貸事業」について量的な重要性が増したため報告セ

グメントとして記載する方法に変更している。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示している。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一である。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

　　前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結財務

諸表計上額 放送事業
不動産賃貸

事業

売上高       

　顧客との契約から

　生じる収益
2,462 － 2 2,465 － 2,465

　その他の収益 － 73 － 73 － 73

外部顧客への売上高 2,462 73 2 2,539 － 2,539

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 4 91 96 △96 －

計 2,463 77 94 2,635 △96 2,539

セグメント利益又は損

失（△）
70 39 △19 90 △0 90

セグメント資産 22,878 1,641 335 24,854 △61 24,793

その他の項目       

減価償却費 206 9 6 223 － 223

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
45 － 1 47 － 47

 

　　当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結財務

諸表計上額 放送事業
不動産賃貸

事業

売上高       

　顧客との契約から

　生じる収益
2,482 － 7 2,489 － 2,489

　その他の収益 － 70 － 70 － 70

外部顧客への売上高 2,482 70 7 2,560 － 2,560

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 4 87 92 △92 －

計 2,482 75 95 2,653 △92 2,560

セグメント利益又は損

失（△）
59 29 △26 63 0 63

セグメント資産 24,750 2,925 361 28,036 △53 27,982

その他の項目       

減価償却費 180 9 4 194 － 194

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
263 1,306 0 1,570 － 1,570

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディア制作事

業等を含んでいる。

２．前中間連結会計期間のセグメント利益又は損失（△）の調整額△０百万円、セグメント資産

の調整額△61百万円は、セグメント間取引の消去額等である。当中間連結会計期間のセグメ
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ント利益又は損失（△）の調整額０百万円、セグメント資産の調整額△53百万円は、セグメ

ント間取引の消去額等である。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略している。
 
　２．地域ごとの情報

　　(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。
 
　　(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略している。
 
 ３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

顧客の名称又は氏名
売上高 関連するセグメント名

日本テレビ放送網株式会社 634 放送事業

株式会社　電通 374 放送事業

株式会社　博報堂ＤＹメディアパートナーズ 270 放送事業

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略している。
 
　２．地域ごとの情報

　　(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略している。
 
　　(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略している。
 
 ３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 

顧客の名称又は氏名
売上高 関連するセグメント名

日本テレビ放送網株式会社 598 放送事業

株式会社　電通 365 放送事業

株式会社　博報堂ＤＹメディアパートナーズ 263 放送事業
 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はない。
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（１株当たり情報）

 
前中間連結会計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 994円 858円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額　　　

（百万円）
204 176

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
204 176

普通株式の期中平均株式数（株） 205,425 205,425

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当中間連結会計期間
（2022年９月30日）

１株当たり純資産額 106,320円 109,509円

 

（重要な後発事象）

   　該当事項はない。
 

（２）【その他】

該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,545 7,318

受取手形 23 23

売掛金 1,361 1,242

棚卸資産 10 10

その他 88 123

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 9,027 8,715

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 708 730

機械及び装置（純額） 676 748

土地 721 721

その他（純額） 216 191

有形固定資産合計 2,322 2,391

無形固定資産 46 49

投資その他の資産   

投資有価証券 6,461 7,346

関係会社株式 2,983 2,983

関係会社長期貸付金 － 500

前払年金費用 168 126

その他 626 647

貸倒引当金 △45 △38

投資その他の資産合計 10,194 11,564

固定資産合計 12,563 14,005

資産合計 21,591 22,721

負債の部   

流動負債   

短期借入金 900 900

未払金 16 194

未払費用 518 655

未払法人税等 82 103

役員賞与引当金 25 －

その他 84 ※１ 43

流動負債合計 1,626 1,897

固定負債   

繰延税金負債 863 1,077

その他 30 57

固定負債合計 893 1,135

負債合計 2,519 3,032
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 230 230

資本剰余金   

資本準備金 1 1

資本剰余金合計 1 1

利益剰余金   

利益準備金 57 57

その他利益剰余金   

別途積立金 13,742 13,742

繰越利益剰余金 3,654 3,658

利益剰余金合計 17,454 17,458

自己株式 △589 △589

株主資本合計 17,096 17,100

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,975 2,587

評価・換算差額等合計 1,975 2,587

純資産合計 19,071 19,688

負債純資産合計 21,591 22,721

 

EDINET提出書類

北日本放送株式会社(E04395)

半期報告書

29/42



②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当中間会計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 2,468 2,487

売上原価 1,247 1,279

売上総利益 1,221 1,208

販売費及び一般管理費 1,102 1,118

営業利益 119 90

営業外収益 ※１ 101 ※１ 106

営業外費用 ※２ 7 ※２ 2

経常利益 213 194

特別利益 ※３ 1 ※３ 0

特別損失 ※４ 2 ※４ 13

税引前中間純利益 212 181

法人税、住民税及び事業税 111 109

法人税等調整額 △49 △55

法人税等合計 62 54

中間純利益 149 127
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 230 1 57 13,742 3,462 17,262 △589 16,903

当中間期変動額         

剰余金の配当     △102 △102  △102

中間純利益     149 149  149

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

        

当中間期変動額合計 － － － － 47 47 － 47

当中間期末残高 230 1 57 13,742 3,509 17,309 △589 16,950

 

   

 
評価・換算
差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 2,178 19,082

当中間期変動額   

剰余金の配当  △102

中間純利益  149

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

△72 △72

当中間期変動額合計 △72 △25

当中間期末残高 2,105 19,056
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当中間会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 230 1 57 13,742 3,654 17,454 △589 17,096

当中間期変動額         

剰余金の配当     △123 △123  △123

中間純利益     127 127  127

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

        

当中間期変動額合計 － － － － 4 4 － 4

当中間期末残高 230 1 57 13,742 3,658 17,458 △589 17,100

 

   

 
評価・換算
差額等

純資産合計

 
その他有価証
券評価差額金

当期首残高 1,975 19,071

当中間期変動額   

剰余金の配当  △123

中間純利益  127

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

612 612

当中間期変動額合計 612 616

当中間期末残高 2,587 19,688
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式

 移動平均法による原価法

  その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

   時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

 市場価格のない株式等

   移動平均法による原価法

 

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

    最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　 定率法

　  ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。

  なお、主な耐用年数は、以下のとおりである。

建物　　　６～50年

機械装置　　　６年

（2）無形固定資産

　　 定額法

  なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

している。

 

４．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（2）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上している。

　 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用している。

 

５．収益及び費用の計上基準

　当社は、テレビ及びラジオの放送事業を主な事業としている。主な履行義務は顧客との契約に基づき、自社エ

リア内の視聴者・聴取者に向けて番組と広告を放送することである。オンエアによる広告は、広告が放送された

時点で収益を認識している。また当社及び連結子会社の役割が代理人に該当する場合には、当該取引に係る売上

原価を控除した純額により収益を認識している。

 

６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はない。
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（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会計基準

適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとした。なお、当中間会

計期間の中間財務諸表に与える影響はない。

 

（追加情報）

　　　 前事業年度の有価証券報告書に記載した「重要な会計上の見積りの繰延税金資産の回収可能性の判断」に関

　　 し、当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。
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（中間貸借対照表関係）

※１ 消費税等の取り扱い

当中間会計期間において仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に表示している。

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

受取配当金 90百万円 92百万円

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

支払利息 7百万円 2百万円

貸倒引当金繰入額 0 －

 

※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

固定資産売却益 0百万円 0百万円

 

※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

固定資産除却損 2百万円 13百万円

 

　５　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当中間会計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

有形固定資産 205百万円 175百万円

無形固定資産 0 4

 

（有価証券関係）

　前事業年度（2022年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式2,983百万円）は、市場価格のない株式等である

ことから、記載していない。

 

　当中間会計期間（2022年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式2,983百万円）は、市場価格のない株式等で

あることから、記載していない。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、中間連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略している。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はない。
 

（２）【その他】

該当事項はない。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第93期）（自2021年４月１日　至2022年３月31日）2022年６月23日北陸財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はない。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  2022年12月27日

北日本放送株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 中田裕之公認会計士事務所  

 石川県金沢市  

 

 
 

 
 公認会計士 中田　裕之

 

中間監査意見
　私は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北
日本放送株式会社の２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２２年
４月１日から２０２２年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算
書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
　私は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し
て、北日本放送株式会社及び連結子会社の２０２２年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会
計期間（２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。
 
中間監査意見の根拠
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準にお
ける私の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。私は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投
資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か
ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別
に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部
が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、
分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
・　中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表
示に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸表
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中
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間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連
結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で中間監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

 

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。
　　　２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていない。

 

EDINET提出書類

北日本放送株式会社(E04395)

半期報告書

40/42



 

独立監査人の中間監査報告書

 

  2022年12月27日

北日本放送株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 中田裕之公認会計士事務所  

 石川県金沢市  

 

   公認会計士 中田　裕之

 

中間監査意見
　私は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北
日本放送株式会社の２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日までの第９４期事業年度の中間会計期間（２０２２年
４月１日から２０２２年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、北日
本放送株式会社の２０２２年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（２０２２年４月１日か
ら２０２２年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
中間監査意見の根拠
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準にお
ける私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、中間監査
の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者
の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中
間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省
略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手
続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連
する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎
となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
 
利害関係
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

 

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。
　　　２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていない。
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